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行政補助員制度の抜本的改善を！
非正規職員（臨任・非常勤等）の処遇改善は公的機関の社会的責任だ！

民間企業には雇用維持・処遇改善を求めながら、自らは不安定雇用・低賃金を強いる県当局
全国に約60万人の非正規雇用～自治労調査
　自治労の全国調査では、1,104自治体（全自治体の59.8％）に34万2,801人の非正規職員がいることが明らかになりました。全自治体の総数では約60万人になると推定されます。

　また、総務省の調査では、2005～08年の3年間で9.5％も増加しており、正規職員の削減が非正規職員の急増につながっています。
　神奈川県でも、人員削減が続く中で臨任・非常勤等の非正規職員が増加し、2千人を大きく超えると推計されます。

正規職員の代替として増加
　なぜ、このように非正規職員が増加したか？

　「はじめに削減ありき」の公務員攻撃の中で、神奈川では、今年度270名、昨年度250名、2年間だけでも500名を超える職員定数が削減されています。

　しかし、神奈川では人口も増加傾向であり、行政需要が減少しているわけではありません。

1月の自治労県職労基本要求交渉で当局は、「職員採用にあたっては、正規だけでなく、再任用、臨任など多様な雇用形態で行う。県政のスリム化が求められており、将来を見据えて退職＝採用ではなく抑制基調だ。」と回答しました。

つまり、削減した常勤職員の代替として臨任・非常勤職員を活用するということです。

脱法行為を続ける当局
ところで、臨任職員雇用の法的根拠は、別記のとおり、地方公務員法で規定されている臨任雇用の根拠は、①緊急の場合、②臨時の職に関する場合、③任用候補者名簿がない場合です。

　現在、神奈川で雇用している臨任職員の採用根拠がどこに該当するのか、今期確定闘争においても、明確にするよう迫りましたが、当局は明らかにしません（できません）でした。

　また、非常勤職員についても、県の「取扱要領」では、「一定期間継続した業務」や「雇用を必要とする期間が短く」の場合に雇用するとなっています。

　しかし実態は、臨任職員はもとより、多くの非常勤職員が常勤職員と同様の業務をし、恒常的に配置されています。

法の趣旨を逸脱した、明らかに「不適正」な脱法行為といえます。

公務で低賃金・不安定雇用が許されるか！

　当局は必要な人員まで削減し、その分を臨任・非常勤職員で埋め、常勤職員と同様の仕事をさせておきながら、その賃金を、臨任職員では20万円以下、非常勤職員では15万円以下という低水準に押さえ込んでいます。

その上、「雇用期間に定めがある」として、当事者は常に雇用不安を抱えながら働いています。

都合のいい理屈で雇用を切られるのが、生活を抱えた生身の人間であることを、当局は現実の問題として認識しているのでしょうか。

　現在、非正規雇用問題は、大きな社会問題になっています。政府をはじめ行政機関は雇用拡大・安定や労働条件向上に向けて諸施策を行っていますが、肝心の県が、「必要なときに安く使える『使い捨て労働力』」として非正規雇用を活用し、低賃金労働や不安定雇用を増大させることは、許されることなのでしょうか？

行政補助員制度の抜本的見直しを！

　今年の春には、3年の期間を経過した多くの行政補助員が職を失いました。

　当局は、公務員制度の責任にしていますが、現行の公務員制度下でも、以前は非常勤職員の雇止め問題が発生したのは、年にせいぜい1、2件程度でした。

非常勤職員の雇止めが大きな問題になってきたのは、実は「行政補助員制度」の前進であるアシスタントワーカー制度が導入されてからです。

　当局は、行政補助員制度で「広く県民に雇用の機会を与える」としていますが、正確には「雇用の機会と3年後の失業の機会」を与えているのです。

　県民が本当に望んでいるのは、こんな制度ではなく、安定した雇用とよりよい労働条件です。

　仕事はあるのに3年で雇用を切り、切られた人間の3年間の仕事の蓄積を無にし、行政効率を落としてでも存続させる必要はどこにもありません。

　自治労県職労は、希望者の雇用が継続するよう、行政補助員制度の抜本的な改善を要求しています。

○地方公務員法

第22条

２　…緊急の場合、臨時の職に関する場合又は任用候補者名簿がない場合においては、人事委員会の承認を得て、6月を超えない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、その任用は、人事委員会の承認を得て、6月を超えない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。

○非常勤職員の雇用等に関する取扱要領（県）

２　非常勤職員の雇用の原則

（４）非常勤職員を雇用する場合は、原則として次に掲げる業務に雇用するものとする。

　ア　４分の３非常勤職員

　(ｱ)　専門的知識又は技術、技能等を必要とし、かつ、常勤を要しない業務

　(ｲ)　一定期間継続した勤務を必要とし、かつ、常勤を要しない業務

　イ　日々雇用職員

　　雇用を必要とする期間が短く、かつ、業務内容が補助的又は定型的な業務
グループ保険説明会！
○厚木南合同庁舎

　12月21日（火）12時10分～　2階会議室

○本庁地区（昼食代500円補助）

　12月22日（水）12時15分～　本庁舎大会議室

○高津合同庁舎
　12月22日（水）12時10分～　労働センター会議室

※臨任・非常勤職員、非組合員の方も参加ください。

※各合庁は弁当を用意しますので、事前に組合事務所（045-201-2961）までご連絡ください。
※本庁は、昼食代を500円補助しますので弁当をご持参ください。
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